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 号 外⑹  

  目      次  
    
   規  則 

 ○富山県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規 

  則の一部を改正する規則                        １ 

 

 

∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

規      則 
∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

 富山県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則の 

一部を改正する規則を次のように定め、公布する。 

  平成30年９月28日 

                    富山県知事 石  井    一  

富山県規則第53号 

   富山県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

   施行規則の一部を改正する規則 

 富山県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則 

（平成18年富山県規則第66号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第４号中「廃止、休止又は再開」を「再開、廃止又は休止」に、「指定障 

害福祉サービス事業（指定一般相談支援事業）廃止（休止、再開）届」を「指定障 

害福祉サービス事業（指定一般相談支援事業）再開（廃止、休止）届」に改め、同 

条第９号中「様式第７号」を「様式第６号」に改め、同条中第22号を第23号とし、 

第10号から第21号までを１号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の１号を加える。 

 ⑽ 省令第35条第２項第２号に規定する同条第１項第８号の事項を証する書類 

  （寡婦（夫）控除等のみなし適用を受けようとする場合であって、精神通院医 

  療に係るものに限る。） 自立支援医療費における寡婦（夫）控除等のみなし 

  適用申請書（様式第７号） 

毎週月.水.金曜日発

行 

平成30年９月28日 

金 曜 日 
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 様式第１号別紙１中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場合は、 

当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙１備考11⑴中「定 

款、寄附行為等及び」を削り、同様式別紙１備考11中⑻及び⑼を削り、⑽を⑻とし、 

⑾を⑼とし、同様式別紙３中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場 

合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙３備考６⑴ 

中「定款、寄附行為等及び」を削り、同様式別紙３備考６中⑼及び⑽を削り、⑾を 

⑼とし、⑿を⑽とし、同様式別紙４中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体 

である場合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙４ 

備考４中「別紙21」を「別紙23」に改め、同様式別紙４備考11⑴中「定款、寄附行 

為等及び」を削り、同様式別紙４備考11中⑻及び⑼を削り、⑽を⑻とし、⑾を⑼と 

し、⑿を⑽とし、同様式別紙５中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体であ 

る場合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙５備考 

３中「多機能型事業」を「多機能型事業を」に、「別紙21」を「別紙23」に改め、 

同様式別紙７中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場合は、当該事 

業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙７備考８⑴中「定款、寄 

附行為等及び」を削り、同様式別紙７備考８中⑻を削り、⑼を⑻とし、⑽を削り、 

⑾を⑼とし、⑿を⑽とし、同様式別紙８中「当該事業の」を「実施主体が地方公共 

団体である場合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別 

紙８備考８⑴中「定款、寄附行為等及び」を削り、同様式別紙８備考８中⑻及び⑼ 

を削り、⑽を⑻とし、⑾を⑼とし、同様式別紙９⑴中「当該事業の」を「実施主体 

が地方公共団体である場合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、 

同様式別紙９⑴備考４⑴中「定款、寄附行為等及び」を削り、同様式別紙９⑴備考 

４中⑻を削り、⑼を⑻とし、⑽を⑼とし、⑾を⑽とし、⑿を削り、⒀を⑾とし、同 

様式別紙12⑴備考８⑴中「定款、寄附行為等及び」を削り、同様式別紙12⑴備考８ 

中⑼を削り、⑽を⑼とし、⑾を削り、⑿を⑽とし、⒀を⑾とし、同様式別紙12⑵中 

「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場合は、当該事業の」に改め、 

「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙13中「当該事業の」を「実施主体が地方 

公共団体である場合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様 

式別紙13備考４中「別紙21」を「別紙23」に改め、同様式別紙13備考10⑴中「定款 
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、寄附行為等及び」を削り、同様式別紙13備考10中⑻及び⑼を削り、⑽を⑻とし、 

⑾を⑼とし、⑿を⑽とし、同様式別紙14中「当該事業の」を「実施主体が地方公共 

団体である場合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別 

紙14備考３中「別紙21」を「別紙23」に改め、同様式別紙15中「当該事業の」を 

「実施主体が地方公共団体である場合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為 

、」を削り、同様式別紙15備考４中「別紙21」を「別紙23」に改め、同様式別紙15 

備考10⑴中「定款、寄附行為等及び」を削り、同様式別紙15備考10中⑻及び⑼を削 

り、⑽を⑻とし、⑾を⑼とし、⑿を⑽とし、同様式別紙16中「当該事業の」を「実 

施主体が地方公共団体である場合は、当該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」 

を削り、同様式別紙16備考３中「別紙21」を「別紙23」に改め、同様式別紙17中 

「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場合は、当該事業の」に改め、 

「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙17備考中「別紙21」を「別紙23」に、 

「  添付書類」を「10 添付書類」に改め、「定款、寄附行為等及び」を削り、 

「⑻ 資産状況を記載した書類（貸借対照表、財産目録等） 

 ⑼ 申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項を記載した書類 

 ⑽ 協力医療機関との契約の内容が分かるもの 

 ⑾ 指定障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由等を記載した書  

  類 

 ⑿ 法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書        」 

「⑻ 協力医療機関との契約の内容が分かるもの 

 ⑼ 指定障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由等を記載した書  

  類 

 ⑽ 法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書        」 

め、同様式別紙18中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場合は、当 

該事業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙18備考３中「別紙21」 

を「別紙23」に改め、同様式別紙19中「、条例等」の次に「（「定款、寄附行為」 

は、Ａ型のみ）」を加え、同様式別紙19備考５中「別紙21」を「別紙23」に改め、 

同様式別紙19備考９⑴中「条例等」の次に「（「定款、寄附行為等」は、Ａ型のみ 

）」を加え、同様式別紙19備考９中⑻及び⑼を削り、⑽を⑻とし、⑾を⑼とし、⑿ 

を 

に改 
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を⑽とし、同様式別紙20中「条例等」の次に「（「定款、寄附行為」は、Ａ型のみ 

）」を加え、同様式別紙20備考３中「別紙21」を「別紙23」に改め、同様式別紙21 

中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場合は、当該事業の」に改め、 

「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙21備考６⑴中「定款、寄附行為等及び」 

を削り、同様式別紙21備考６中⑻を削り、⑼を⑻とし、⑽を⑼とし、⑾を⑽とし、 

同様式別紙22中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場合は、当該事 

業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙22備考６⑴中「定款、寄 

附行為等及び」を削り、同様式別紙22備考６中⑻を削り、⑼を⑻とし、⑽を⑼とし、 

同様式別紙24中「当該事業の」を「実施主体が地方公共団体である場合は、当該事 

業の」に改め、「定款、寄附行為、」を削り、同様式別紙24備考７⑴中「定款、寄 

附行為等及び」を削り、同様式別紙24備考７中⑺及び⑻を削り、⑼を⑺とする。 

 様式第３号中「限る。」の次に「「定款、寄附行為等」は、就労継続支援Ａ型事 

業所のみ」を加え、                             
 
｢ 12 介護給付費等（地域相談支援給付費）の

請求に関する事項 
  

 13 事業所の種別（併設型・空床型の別）   
 14 併設型における利用定員数又は空床型に

おける当該施設の入所者の定員 
  

 15 協力医療機関等の名称及び診療科名並び
に当該協力医療機関等との契約内容 

  
 16 障害者支援施設等との連携体制及び支援

の体制の概要 
  

 17 役員の氏名、生年月日及び住所   
 18 その他  」 

を                                     
 
｢ 12 事業所の種別（併設型・空床型の別）   
 13 併設型における利用定員数又は空床型に

おける当該施設の入所者の定員 
  

 14 協力医療機関等の名称及び診療科名並び
に当該協力医療機関等との契約内容 

  
 15 障害者支援施設等との連携体制及び支援

の体制の概要 
  

 16 役員の氏名、生年月日及び住所   
 17 その他  」 

に改める。 

 様式第４号中                               

「 指定障害福祉サービス事業 
廃止（休止、再開）届 

 
を 

 指定一般相談支援事業 」 
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「 指定障害福祉サービス事業 
再開（廃止、休止）届 

 
に、「廃止（休止、再開）し 

 指定一般相談支援事業 」 

たので」を「再開した（廃止したい、休止したい）ので」に、「廃止（休止、再開 

）する」を「再開（廃止、休止）に係る」に、「廃止（休止、再開）した年月日」 

を「再開（廃止、休止）の年月日」に、「した場合は、その」を「の」に、「休止 

した場合に」を「休止の場合に」に改める。 

 様式第６号を削り、様式第７号を様式第６号とし、同様式の次に次の１様式を加 

える。 
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様式第７号（第２条関係） 

    自立支援医療費における寡婦（夫）控除等のみなし適用申請書 

                             年  月  日  

 富山県知事    殿 

                  申請者 住所              

                      氏名           印  

  自立支援医療費の支給に係る所得の額の計算において、寡婦（夫）控除等のみ 

 なし適用を受けたいので、次のとおり申請します。 
 

 所得を計算する対象となる年の12月31日現在、次のいずれかに該当していま

す（該当する番号を○で囲むこと。）。 

 １ 婚姻によらないで母となり、現在婚姻をしていないもののうち、扶養親 

  族又は生計を一にする子を有するもの 

 ２ １に該当し、扶養親族である子を有し、かつ、合計所得金額が 500万円 

  以下であるもの 

 ３ 婚姻によらないで父となり、現在婚姻をしていないもののうち、生計を 

  一にする子がおり、合計所得金額が 500万円以下であるもの 

 

 寡婦（夫）控除等のみなし適用に関して、県が寡婦（夫）控除等のみなし適

用の対象者及び対象となる子の所得の額、世帯の状況及び戸籍の内容を調査し、 

取得した情報を要件の確認のために必要な範囲内で利用することに同意します。 

      年  月  日   

                    氏名           印  

 備考 

  １ 上記の枠内は、受診者、受診者の保護者（受診者が18歳未満の場合に限 

   る。）又は受診者と同一保険の加入者のうち、寡婦（夫）控除等のみなし 

   適用の要件を満たす者が記載すること。 

  ２ 「現在婚姻をしていないもの」の「婚姻」には、届出をしていないが、 

   事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。 

  ３ 「子」は、総所得金額等が38万円以下であり、他の人の控除対象配偶者 
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   又は扶養親族となっていない子に限る。 

  ４ 申請書には、次に掲げる書類を添付すること。なお、「自立支援医療費 

   支給認定申請書」の添付書類等で確認できる場合は、提出を要しない。ま 

   た、所得の額の計算に必要な書類として、当該書類以外の書類の提出を求 

   めることがある。 

   ⑴ 寡婦（夫）控除等のみなし適用の対象となる者本人の戸籍謄本 

   ⑵ 「子」の所得証明書（総所得金額等が分かるもの） 

  ５ この申請書は、自立支援医療費の支給に係る所得の額の計算に当たって、 

   寡婦（夫）控除等のみなし適用を行うためのものであり、自立支援医療費 

   の支給認定については、別途申請手続を要する。 

  ６ 生活保護受給者及び市町村民税が非課税である者は対象とならない。ま 

   た、寡婦（夫）控除等のみなし適用を実施しても、結果として負担上限月 

   額等が変わらない場合がある。 

  ７ 記載内容に虚偽があった場合は、寡婦（夫）控除等のみなし適用を取り 

   消され、当該申請に基づき適用された自己負担額の減額分の全部又は一部 

   の返還を求められる場合がある。 

  ８ 氏名を自署する場合は、押印を省略することができる。 
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 様式第11号中                               
 
｢  育成医療・更生医療を行うために必要な体制及 
 
び設備の変更の有無 
 

有 ・ 無 

 
 
役員の氏名、生年月日及び住所の変更の有無 有 ・ 無 

」 

を 
 
｢  育成医療・更生医療を行うために必要な体制及 
 
び設備の変更の有無 
 

有 ・ 無 

」 

に改め、同様式備考１⑴オ及び⑵ウ並びに同様式備考４を削り、同様式備考５を同

様式備考４とする。 

 様式第12号中 
 
｢ 調剤のために必要な設備及び施設の変更の有無 有 ・ 無  
 役員の氏名、生年月日及び住所の変更の有無 有 ・ 無 」 

を 
 
｢ 調剤のために必要な設備及び施設の変更の有無 有 ・ 無 」 

に改め、同様式備考１⑴オ及び⑵ウ並びに同様式備考４を削り、同様式備考５を同

様式備考４とする。 

 様式第13号中                               
 
｢  訪問看護又は老人訪問看護に従事する職員の定数 
 
の変更の有無 
 

有 ・ 無 

 
 役員の氏名、生年月日及び住所の変更の有無 有 ・ 無 」 

を 
 
｢ 訪問看護又は老人訪問看護に従事する職員の定数 
 
の変更の有無 

有 ・ 無 

」 

に改め、同様式備考１⑴ウ及び⑵ウ並びに同様式備考４を削り、同様式備考５を同

様式備考４とする。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この規則は、平成30年10月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定、様 

 式第１号の改正規定（「別紙21」を「別紙23」に、「多機能型事業」を「多機能 

 型事業を」に、「  添付書類」を「10 添付書類」に改める部分に限る。）、 

 様式第４号の改正規定及び様式第６号を削り、様式第７号を様式第６号とし、同 

 様式の次に１様式を加える改正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の富山県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援 

 するための法律施行規則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をし 

 て使用することができる。 

                             （障害福祉課）  
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